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１．私たちの調査の目的と活動内容 

 私たちの班は、ドローンが持つ可能性に着目し、物流を通じてどのような地域貢献ができ

るかについて調査を行った。現在日本では、少子高齢化や労働者不足といった問題を抱えて

おり、その問題に立ち向かう一つの方法として、ドローンを扱った事業が期待されている。

本稿では、ドローンに期待する要因と現段階での課題、聞き取り調査を行った、橿原市で活

動する NPO 法人「安全安心スカイヘリサポート隊・竜虎」や、養父市と三井物産、オーシ

スマップといった組織の事例紹介、そして、聞き取り調査から見えてきた課題や考察につい

て扱う。（山口） 

 

 

２．ドローンが持つ可能性 

2－1．はじめに 

ドローンとは複数のプロペラを備えたマルチロータヘリコプターやシングルロータヘリ

コプターや固定翼機の飛行機を含む無人航空機(UAV: Unmanned Aerial Vehicle)を意味す

る言葉である。大きく分けて産業などに使用される業務用のドローンや一般人が手軽に購

入できるホビー用のドローン、軍事用ドローンが存在する。(図 1－1)現在、ドローンは様々

な場面で活躍が見込まれ、用途の多さ市場規模の大きさから「空の産業革命」と呼ばれてい

る。 

 

(図 1－1)ドローンの例 

プロドローン社製 大型基本プラットフォーム PD6B-AW(産業用マルチロータ) 

 

 

DJI 社製 Phantom 3 Standard(一般用マルチロータ) 
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2－2．ドローンの市場予測 

 日本において産業用ドローンの市場規模は、2015 年度が 16 億円であるが、2020 年には

186 億円、2022 年には 406 億円規模に上るといわれている。(図 2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国交省 

 世界でもドローン市場は急速に発展しており、2016 年度には 39 億ドルが 2019 年度には

90 億ドルに達するとも予想されている。1 

 また、ドローン産業にかかわる企業は 711 社にも上るといわれ、ドローンの期待は非常

に高まっている。 

 

2－3．ドローンの将来性 

 ドローンへの期待の高まりは、先進国を中心とする少子高齢化社会や労働者の不足、人件

費高騰による、無人化省人化が進められている背景がある。2 

 

                                                   
1 総務省事務課 ドローンの現状について 

(http://www.soumu.go.jp/main_content/000401647.pdf) 2017年 11月 21日アクセス 
2 総務省統計局 統計からみた我が国の高齢者（65歳以上） 

(http://www.stat.go.jp/data/topics/pdf/topics97.pdf) 2017年 11月 21日アクセス 
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現代日本における高齢者の大幅な増加や出生率の減少から、世界においても日本におけ

る期待度は大きい。例えば I-construction は少子化における労働者の減少に対する解決法と

して期待できる。ドローンや ICT 建機を駆使し省人化を目指す。インフラ点検、3 次元測

量、防災マップは省人化とともに人間が危険な作業を行う必要がない。災害時にも危険地帯

に無人で作業や探索ができるため、地震が多い日本で大きく期待できる。 

やはり全体的に省人化、無人化が解決されるような要素が多く、少子高齢社会の日本にお

いて大きな力をもっている。 

 

2-4．ドローンの課題 

 野波(2017)によると、ドローンは大きな将来性を含んでいるが、発展途上の産業であり、

様々な問題を抱えている。(野波，2017) 

 

 まとめると、ドローンは世界各国で需要が伸びており、様々な国や企業が研究開発を行っ

ている。日本もそのうちの一つであり、少子高齢社会の代表である日本はドローンの実用化

が様々な社会問題の解決になりうる。また新たな産業となりえるため、今後の発展が考えら

れる。しかし、発展途上の産業であるため、技術面をはじめとしたさまざまな問題をいまだ

抱えている。そのため黎明期である現在は、デメリットとうまく付き合い、現状で可能な社

会貢献を行うべきである。 

 私たちは今現在ドローンの使用を実施計画していた二つの現状を調査した。(丸山) 

 

 

 

安全面

• 上空からの落下

• 山火事の可能性

防犯面

• 盗難など

• 盗撮、盗聴など

技術面

• 実用には少なすぎるバッテリー問題

• 騒音被害

• 重さの制限
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３．事例紹介 

3-1 橿原市 NPO 法人「安心安全スカイヘリサポート・竜虎」の事例 

1.橿原市の概要 

橿原市は、奈良県のほぼ中央に位置し、東西

7.5km、南北 8.3km に広がっている。東に桜井

市、西に大和高田市、南に高取町・明日香村、北

は田原本町と 5 つの市町村と接している。面積

は 39.56 平方キロメートルで、全体的に起伏が

少ない。市内の中央部には飛鳥川、西に曽我川

が流れている。橿原市は、昭和 31 年 2 月に奈良

県のなかで 5 番目の市として発足し、現在は人

口が約 12 万 3 千人余りとなっており、奈良県

のなかでは奈良市に次ぐ規模の自治体である。3 

 図 2-1)橿原市周辺図 

 

2.安全安心スカイヘリサポート隊・竜虎 

 2-1 沿革 

その橿原市でドローンを用いた活動を行っている団体がある。それが NPO 法人「安全

安心スカイヘリサポート隊・竜虎」（以下竜虎）である。竜虎は平成 26 年 9 月に発足し、

翌年設立された比較的若い NPO 法人である。法人である。メンバーは、弁護士や税理

士、団体役員及び警察・消防・自衛隊の OB と多彩であり、「世のため人のため」力にな

りたいと引退後も積極的に安全保護活動を行っている。竜虎は設立された同年に橿原市そ

して奈良県警と協定を締結しており、災害や事件等のトラブルが発生したとき密に行政機

関と連携し、出動できる体制を整えている。 

 

2-2 実績 

 竜虎の活動は主に 3 つある。  

1 つ目は災害・事故及び事件発生時の情報収集、国及び地方公共団体に対する情報提供

である。幸いにも現時点まで橿原市を始め奈良県警からの大きな災害や事件・事故の発生

                                                   
3 橿原市ホームページ「市のプロフィール」 

（http://www.city.kashihara.nara.jp/kikaku/gaiyo/gaiyou.html) 2017年 12月 11日アク

セス 

http://www.city.kashihara.nara.jp/kikaku/gaiyo/gaiyou.html
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がなく、がないため取材時点まで出動要請は入っていない。しかし、いざというときに備

えて橿原市、奈良県警と合同で災害・事故及び事件発生時に対応する訓練を行っている。

また、竜虎は奈良県警との協定によりドローンからの映像をダイレクトに現地災害対策室

等に県警の管制室に届け送信することができ、警察及び救助隊員はそれを参考に活動する

ことができる。  

2 つ目は災害・事故事件発生時に備えた地域住民等に対する防災意識向上のための活用

実演及び講演である。これは橿原市内だけでなく市外でも行っている。 

3 つ目はドローンを用いた空撮事業である。竜虎は NPO 法人であり、寄付金や会費を

主な資金源としている。そこに平成 29 年 5 月に定款を改訂して新たな資金調達の選択肢

として映像制作事業を加えた。ドローンに積んであるカメラは高解像度の映像を取ること

ができる。(図 2-2)高度から鮮明な映像を捉えられるドローンの特徴を活かした合理的な

事業といえる。 

 

図 2-2) ドローンを用いた撮影写真i 

 

2-3.課題 

竜虎の活動目的を達成するためには、いつ発生するか予断を許さない災害、事件、事故

などに対応できる有事即応体制の構築が欠かせないと考えている。しかし現状は、少ない

人員、予算の中で理念が先走り、追いついていない。そのため竜虎は、人材、機材、資金

の 3 要素を課題として取り組んでいる。  

１ 人材  

ドローンの運用は、ニーズの多様性により複雑化、高度化してきている。これに対応す

るには、竜虎の活動目的に鑑み、社員による 24 時間体制を確保するのが理想であると考

えている。これと併せて、法令研修・保安要員の育成・操縦技術の研鑽を不断に行い、安

全安心の組織作りを目指している。しかし現状は、ボランティア活動の域を出ておらず、

人材確保による有事即応体制の構築が大きな課題であるといえる。  
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２ 機材  

現在、竜虎が扱っているドローンでは、バッテリー容量が小さく、15～20 分しか飛行で

きないところから、長時間飛行のニーズに対応できない。また、機体が軽量のうえ出力が

小さく、天候が悪いと運行に支障が出る。実際、取材時にドローンの飛行実演をしてもら

ったが風が強く機体のコントロールに苦労する一面があった。オペレーターは、「この機

体より風に強い機体もあるんです。」と自嘲する一面があった。このような実情から運用

者には、ニーズに適格に応じるため現状より機材の数を増やすほか、より高度な機材を活

用したいという課題がある。  

３ 資金  

前 2 項の根本的要素として資金問題がある。  

竜虎の資金は、会費及び寄付が主流を占めているが、これでは十分な活動ができないと

ころから、平成 29 年 5 月に定款を改訂してドローンを活用した映像制作事業により収益

を得る道を開いた。まだ広報活動が不十分なため、資金活動に大きく貢献していないが、

これからに期待している。その他、各種補助金を得られるよう、活動内容を見直している

ところであるが展望は開けていない。このような資金活動を踏まえ今後、どのように活動

を展開するのか課題となっている。  

 

2-4 展望 

竜虎は、その活動目的である災害・事故及び事件発生時の情報収集、国及び地方公共団体

に対する情報提供の一環として、「ドクタードローン」構想を考えている。これは、自治体・

救急医療関係団体と連携し、ドローンに AED や医薬品等を積んで、災害等により交通が遮

断された地区等に飛ばし人命並びにけが人救助を行うという構想である。救急車をしのぐ

スピードで飛行するドローンの活用は、オランダのデルフト工科大学や日本のフィリップ

ス エレクトロニクス ジャパンがすでに研究を行っている。ドローンを活用することによ

り、迅速な対応が可能となるところから、従来は限られた AED 設置場所までわざわざ取り

に行きそこから現場に戻って救命処置をおこなっていたものが、設置場所から現場までの

片道の時間だけで済む。このように、一刻を争う人命救助では、この時間短縮は人命を救う

上で大きなインパクトになる。  

また、「世のため人のため」をコンセプトにしている竜虎は、ドローンに関する最新の情

報を収集して講演会等の機会をつくって市民に還元し、ドローンの正しい知識や活用法を

啓発、より身近にドローンを活用する環境を醸成していきたいとの展望を持っている。(菅)  
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3-２ 養父市の事例 

2-1-1 養父市の概要 

 養父市は、兵庫県の北部に位置しており、平成 16 年 4 月 1

日、兵庫県養父郡の八鹿町・養父町・大屋町および関宮町の 4

町が合併して成立した。人口は約 2 万 6 千人、市の面積は約

422 ㎢で、兵庫県の 5.0％、但馬地域の 19.8％を占めている。4

養父市は、平成 26 年に規制緩和による多様な農業の担い手を

確保し、地域経済の活性化を進めるというミッションのもと、

中山間地域農業における改革拠点として、国家戦略特別区域に

指定された。5 

図 1)養父市周辺図 

 

2-1-2 国家戦略特別区域としての養父市の活動 

養父市が行っていることとして、農地を取得しやすい環境作りなど、農場を促進するため

の取り組みや、これからの取り組みとして、テレビ電話による服薬指導の特例や過疎地域な

どでの自家用自動車の活用拡大が挙げられる。テレビ電話による服薬指導は、遠隔診療で処

方された医薬品について薬剤師による服薬指導の対面原則の例外として、テレビ電話を活

用して服薬指導を遠隔で受けられるようにすること、そして患者と医師の移動にかかる負

担を軽減し、在宅での診療の機会を増加させるなどの効果を期待し、目指している。家用自

動車の活用拡大としては、過疎地域などで主に観光客のための制度として、関係者があらか

じめ相互の連携について協議したうえで、区域会議が運送区域などを迅速に決定できるよ

うにすることを目指している。これから取り組もうとしている 2 つの改革でも、特に、服薬

指導に関して養父市は力を入れている。 

 

2-1-3 養父市で三井物産が取り組んでいること 

現在、養父市では、中山間農業改革特区として、農業に関する事業を行っているが、特区

になった 2014 年から、三井物産と共同で事業を進めている。今回の取材で、養父市の特区

                                                   
4 養父市の紹介/養父市  

http://www.city.yabu.hyogo.jp/shoukai/(2017年 11 月 21 日アクセス) 

5 市広報 やぶ第１２２号  

http://www.city.yabu.hyogo.jp/8255.htm(2017年 11月 21日アクセス) 

http://www.city.yabu.hyogo.jp/shoukai/
http://www.city.yabu.hyogo.jp/8255.htm
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に関わっている職員と、三井物産から派遣されている社員の 2 名から、話を伺うことがで

きた。この場をお借りして感謝を申し上げます。 

三井物産は、養父市での活動として、アグロビジネスなどが挙げられるが、その他の一つ

として、ドローンを活用した医療品の配送を行おうと考えていた。その理由として、山間部

の過疎地であるため、交通機関が乏しく、慢性的な患者が治療を断念してしまうことを防ぐ

ためである。よって、養父市と協働し、これを事業化しようと考えていたが、現状では中断

せざるを得ない状況であった。 

 

2-2 ドローン事業を中断している理由 

養父市と三井物産がドローン活用の実証実験を中断している理由は、2 点挙げられる。  

１) ドローンを活用する際の規制  

1 つ目として挙げられるのは、ドローンを活用する際の規制である。遠隔服薬指導の聞き

取り調査(2017 年 9 月 14 日聞き取り、兵庫県養父市)によると、「遠隔服薬指導は、現在養

父市が力を入れて取り組んでいるテーマの一つで、ドローンの活用も視野に入れている事

業」であるが、そもそもドローンの飛行に関して多くの規制があることや、ドローン技術の

向上及びその試行を養父市の中で推進するプレーヤー（民間事業者）が出現していないこと

が挙げられる。こうした状況であるため、養父市としては「ドローンで薬を運ぶという発想

や狙いを持ち続けているが、そもそもそのニーズを生むことになる遠隔服薬指導の実現に

力を注いでいる」としている。  

野波(2017)によると、ドローンを巡る現状の課題をドローン自体とその周辺に分けて説

明している。ドローン自体の技術課題として、非 GPS 環境下の自律制御、衝突回避、着陸

の 3 つを挙げており、また、その周辺の課題として、通信技術と飛行管制システム、法律を

含むルール策定を挙げている(野波，2017)。このように、ドローン活用推進に当たっては未

だ多くの課題が残っており、また、養父市単独で解決できる課題でもないため、現在ドロー

ン活用の実証実験を中断している。しかし、将来的にドローンの実用化が可能となった場合、

その事業を行う意思は存在しており、現在は実用化される前の下準備として、遠隔服薬指導

の実現に向けて取り組んでいる状況である。  

２) 自治体としての力  

2 つ目として挙げられるのは、他の自治体との関係である。現在、国家戦略特区の中で、

積極的にドローン事業を行っている地域として、千葉市が挙げられる。野波(2017)によると、

内閣府内にドローン宅配等分科会が設置されているのは、千葉市の戦略特区のみであり、ド

ローン宅配を想定して国が強力に支援しながら、遅くとも 2019 年ころには、ドローンによ

る高層マンションのベランダへの配達を実施する計画がある。そして、すでに千葉市、楽天、

NTT ドコモ、自律研を中心に企業約 20 社と技術検討会を毎月実施し、実証実験を行って

いる(野波，2017)。  
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このように、千葉市では大手企業・技術系ベンチャー企業と連携し、実証実験が積極的に

行われている。このような状況の中で、養父市側は、「資金力もマンパワーも技術的先進性

も相対的には敵わない」と感じており、「ドローンを動かす、制御する部分、その制御にま

つわる規制改革という部分については、同じ特区の千葉市に追従する方が合理的」としてい

る。  

 

2-3 養父市におけるドローン事業の現状と今後の展望 

 養父市におけるドローン事業は、現在中断しているが、市と関係してドローンを使用した

事例は 2 つある。一つ目は、2015 年 11 月 26 日に、八木川河川敷付近で試験飛行会を行っ

た。このとき行ったアンケート調査(2015)によると、ドローンに対して良いイメージを持つ

意見が多くみられ、期待する機能として、災害対策としての空撮が最も多く、次に山岳遭難

や徘徊老人等、行方不明者の捜索が挙げられた。また、医薬品の配送などの実証実験を行う

際に参加したいという声が 18 票のうち 11 票と、約 6 割の方々が前向きに検討している。

その一方で、懸念事項は少なくなく、安全性や価格、盗難や荒天時の運航などを挙げている

(ドローン試験飛行に関するアンケート調査，2015)。 

 二つ目は、2016 年 8 月 22～25 日に、若杉高原おおやスキー場でドローン講習会が開催

された。6しかし現在、講習会は途絶えている状況である。 

 養父市における今後のドローン事業であるが、国や千葉市がドローンに関するあらゆる

課題を解決し、事業化できる状況に至るまで、動き出すことはないだろう。しかし、事業化

したときに、円滑にドローン事業を展開するために、その手前の段階に位置付けられている

遠隔服薬指導の実現に最も力を注いでいる。最終的には、養父市も千葉市と同じような目標

を持っており、そのために養父市が今できること、つまり、遠隔服薬指導を実現することが、

将来的にドローンを活用したときに、大きなアドバンテージとなるのではないだろうかと

考えられる。(山口) 

 

3 株式会社オーシスマップ 

 橿原市では、NPO 法人がドローンを用いた活動を行ってきたが、養父市では営利企業が

ドローンを用いた活動を行っている。養父市に本社を持つ、株式会社オーシスマップは、地

図情報作成を主とする事業を行っている。特にここではデジタルマッピングと UAV による

測量、調査に焦点を当てる。 

 

                                                   
6 ドローン利用拡大へ 養父市、日本マルチコプター安全推進協と協定 

http://www.sankei.com/region/news/160811/rgn1608110014-n1.html (2017年 12月 24

日アクセス) 

http://www.sankei.com/region/news/160811/rgn1608110014-n1.html
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現在の地図の作り方としては、①基準点測量 ②空撮 ③空中に移らない部分の補足調

査 ④製図作業といった順を追い製図する。オーシスマップでは地図作成の中でもデジタ

ルマッピングに強みがある。特徴として３次元の地形モデルの作成や、断面図の作成などが

可能なため、土量などを計測することや地表面の形状の表示が可能である。7 

 

（図―注 1）最終的な TIN データ（地形の表面を面データとして表示したもの）  

〈株式会社オーシスマップパンフレットより出典〉                                                                                                                

 
 

 UAV による測量のメリットは多くある。特に災害時、防災の面で大きな利点があり山間

部の地方自治体に大きな影響がある。 

 

「迅速・効率・安全」が必要とされる災害調査に対し UAV の活用により「質の高い災害

対策が可能」となる。 

 オーシスマップは養父市における土砂崩れの復旧のため協力して実績もあり、今後も自

治体に対し、主に防災や防犯において協力が進むと考えられる。(丸山) 

 

4．調査で感じたギャップ 

 今回調査を行った結果、私たちが考えている以上に、現段階でのドローンによる輸送の難

                                                   
7 『株式会社オーシスマップパンフレット』 

UAVの

利点

危険な地点に人を送らなくてもよい

土量などを調べることができ、適切な復旧が行える

防災マップを作成することができる
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しさを感じた。確かに、ドローンによる輸送を試みる企業や組織は少なくなく、20 年代の

実用化に向けた動きが多くみられた。また、メディアへの露出も年々増加傾向にあり、朝日

新聞、読売新聞、日本経済新聞の 3 社のキーワード検索で、「ドローン」について調べたと

ころ、実施日が 2017 年 10/31 であるのにもかかわらず、朝日は 582 件、読売は 609 件、

日経は 925 件であり、朝日と読売はそれぞれ、前年の 529 件、597 件を上回っている(前年

の日経は 956 件)。このように、ドローン市場の規模は拡大傾向にあるが、ドローンを実際

に扱う現場の声や、技術面での課題を、今回の調査によって目の当たりにすることとなった。 

 多くの課題が存在するが、やはり一番の課題は、ドローン自体の技術革新が求められる点

である。バッテリーの問題でいえば、龍虎で扱っているドローンは 15~20 分、オーシスマ

ップで扱っているドローンは 10 分程度と、物流を行うにあたって充分な飛行時間ではない

だろう。そして、ドローンに搭載する重さも現段階では限られてくる。オーシスマップでは、

測量するためのカメラを搭載しているが、カメラを搭載するためには、八枚羽根の大きめの

ドローンを使用、且つ、10 分程度しかもたないといった現状がある。他にも落下の危険性

や、飛行中の騒音等が挙げられるが、これらを解決するためには、ドローンの技術革新を待

つことしかできないのではないだろうか。 

 技術革新を待っている間、我々ができることしては、実証実験を重ね、あらゆるリスクに

対する対応策を考えることや、ドローンを操縦する人材の育成が大切だと考える。前者は、

ドローンがもたらす可能性が大きい反面、安全性の問題が常に付きまとっている状況であ

るため、実証実験を何度も重ねていくことで見えてくる課題を一つ一つ解決していくこと

が、実用化に向けた準備として必要なのではないだろうか。後者は、将来的に GPS を搭載

することで、実際に操縦する機会はなくなるかもしれないが、ドローンを扱う上で、事故が

起きないように、責任を持った操作が重要であるため、強い責任感を持った操縦者の育成が

必要であると考える。 

 このように、現状を見る限りでは、本格的な実用化はまだ先の話である。しかし、高齢化

が進む地方や労働者不足に悩む宅配業界などから望まれていることであることは言うまで

もない。そのためには、今できることを一つずつ解決し、実用化に向けて動いていくことが

重要である。（山口） 

 

 

５．おわりに 

 今回私たちはドローンの様々な可能性を探ることができたと同時にまだまだ課題がある

ことがわかった。特に取材をした中でコストや規制などによってやりたいことと今できる

ことの差が大きく、より大きな活動が難しい現状が明らかになった。初めに示したようにド

ローンは、多くの問題を解決できるポテンシャルを秘めている。現段階では千葉をはじめと

して規制改革への取り組みが話し合われている。 
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確かに現段階では本格的に運用していくことは難しいのかもしれない。しかし、少しずつ

解決していくことで理想を現実に近づけることができるだろう。また、今可能な範囲でのド

ローンを用いた活動を絶えず続けていくことも必要である。そうすればこの空をドローン

が飛び回れる社会が到来するのかもしれない。（菅） 
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